意見
１　決算概要について
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１８年度 １７年度 差引

31,633 29,793 1,840

31,137 29,267 1,870

12,806 11,952 854

法 人 二 税 5,490 4,837 653

地 方 消 費 税 2,764 2,711 53

2,519 2,928 △ 410

2,212 2,154 58

5,877 4,652 1,225

2,463 2,790 △ 327

1,514 518 996

27 462 △ 434

31,104 29,323 1,781

12,631 12,831 △ 200

人 件 費 9,058 8,920 138

公 債 費 3,164 3,475 △ 311

扶 助 費 409 436 △ 27

2,933 2,950 △ 17

15,539 13,542 1,998

補 助 費 等 8,351 7,911 440

貸 付 金 5,440 4,102 1,337

34 △ 55 89

169 142 27

△ 135 △ 197 62

注：

　　  収入特定財源を差し引いたもの）
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地 方 交 付 税

歳 入 決 算 額 A

府 債

諸 収 入

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

歳 出 決 算 額 Ｂ

主
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目
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投 資 的 経 費

そ の 他 経 費

形 式 収 支 A-B=C

実 質 収 支 C-D

翌年度繰越財源 Ｄ

実質収支＝形式収支－翌年度繰越財源(翌年度繰越額から未

形式収支＝歳入決算額－歳出決算額


・　平成18年度一般会計の決算内容につい　　　　　　　　

てみると、歳入決算額は３兆1,137億円で、　

前年度に比べ、地方特例交付金、国庫支出
金、地方交付税が減少したものの、貸付金　

元利収入などの諸収入、地方譲与税、府税　

が増加したことなどにより、1,870億円、　

率にして6.39％増加している。

・　一方、歳出決算額は３兆1,104億円で、前年度に比べ、公債費などの義務的経費が減少したが、三位一体の改革に伴う都道府県負担額の増による補助費等や商工制度融資等の貸付金が増加したことなどにより、1,781億円、率にして6.07％増加している。

・　形式収支は、34億円の黒字を計上し、７年ぶりの黒字となった。実質収支は、135億円の赤字を計上し、９年連続の赤字となったが、実質収支の赤字額は前年度に比べ62億円減少している。

なお、財源不足を補填するための減債基金からの借入れは、430億円と前年度の640億円に比べ減少しているものの、依然として高水準となっている。
・　各月の収入支出差引累計額をみると、18年4月末から19年２月末までの間は資金不足額が前年度に比べて増加している。19年3月にはプラスに転じたものの、年間を通じてみるとほぼマイナスで推移しており、基金等による内部資金で対応できない日があったため、金融機関からの一時借入を行っており、一時借入等による支払利子の額も増加している。
・　特別会計を加えた普通会計ベースでの実質収支も127億円の赤字であり、財政構造の弾力性を示す指標である経常収支比率は、96.6%と前年度の98.6%より改善し、前年度に引き続き100％を割ったものの、依然として全国的にみても最悪の水準にある。
２　総括意見
・　平成18年度の財政状況については、大阪経済の回復による法人二税や税制改正の影響による個人府民税が増加したことにより、府税収入全体で対前年度比約854億円の増となり、平成18年11月に策定された大阪府行財政改革プログラム(案)において試算された財政収支の見通しと比べて約270億円上回るなど、府税収入の伸びは前年度に引き続き堅調であり、歳入全体においても対前年度比約1,870億円の増加が見られた。
しかし、歳出についても、商工制度融資の拡充による貸付金の増や三位一体改革の影響による補助費等の増により歳出合計で対前年度比約1,781億円増加しており、形式収支は7年ぶりの黒字となったものの、翌年度に繰り越す財源を差し引いた実質収支は9年連続の赤字であり、依然として歳入の不足額を減債基金からの借入れで補っているという実状には変わりなく、今後とも本府の財政は極めて厳しい状況で推移するものとみられる。
・　また、財政再建の取組みにより平成19年度の財政再建団体への転落は回避できたといわれているが、資金状態をみると依然として月別収支の差引累計額は年間を通じて収入不足に陥っており、不足分を減債基金等の内部資金や銀行等の外部資金からの借入に頼っている状態は続いている。しかも、その不足額は前年度と比べて増加傾向にある。今後とも、すべての事務事業について経済性、効率性、有効性の観点からそのあり方を不断に見直し、最少の経費で最大の効果をあげるよう努められたい。
・　公務員の給与等の勤務条件については、民間企業や国、他の地方公共団体の動向を踏まえることが一層重要になっている。地方公務員の給与や福利厚生を取り巻く環境は大きく変化していることから、今後、給与等の勤務条件、福利厚生制度その他の職員に関する制度について、更に検討を重ね、民間企業や国、他の地方公共団体の動向について、情報収集を図り、制度の改善に努められたい。
・　大阪府では行政と民間が連携し、公共サービスを提供していくため、大阪版市場化テスト監理委員会で対象業務の民間開放の方向性が示されるなどの取組みがなされているが、今後も引き続き民間開放が可能な分野の選択や実施手法の検討に努められたい。併せて、これらの前提として、事業ごとのサービスの質とコストが明らかにされる必要があることに鑑み、事業単位のバランスシート、行政コスト計算書の整備についても取組みを進められたい。
　・　大阪府の管理する施設の中には、高度成長期に建設され更新の時期を迎えようとしているものも多いが、本府の厳しい財政状況を考慮して、保有する資産を最大限有効活用できるよう計画的な耐震化の推進をはじめ適正な維持管理に努められたい。また、建設事業はその必要性を慎重に判断して、重点化を徹底されたい。
・　以上のような府民の暮らしや地域社会に深くかかわる改革を進めるに当たっては、府民の理解と協力が不可欠であることから、府民の視線に立って分かりやすい説明を尽くされたい。

・　「三位一体の改革」により平成19年度に国から地方へ３兆円規模の本格的な税源移譲が行われることとなっている。既に暫定措置として所得譲与税が措置されており、平成18年度にはそれも含めて、地方譲与税が対前年度比約1,000億円増加している。税源移譲は所得税と個人住民税の税率変更により実現されるものであることから、地方の徴収能力のより一層の充実強化が必要となる。

今後とも地方が自らの権限と責任と財源のもとで必要なサービスを選択し提供し得る地方税財政制度が構築されるよう、引き続き国への働きかけを積極的に行われたい。

・　なお、昨年末において、誠に遺憾なことであるが、不適正な会計処理による現金等の保管、費消、捻出が判明し、その額は最終的に総額約6,880万円となり、府民の大阪府政に対する信頼は著しく損なわれた。その対応策として府においては平成19年２月16日に「不適正会計等にかかる当面の対応(案)」をとりまとめ、直ちに取り組むべき再発防止策として、職員の意識改革や会計事務に係る点検・検査の充実などについての方策が示された。

これらの再発防止策を迅速かつ着実に実施し、チェック機能の働く内部管理体制が定着するよう全庁あげて取り組まれたい。
３　個別意見
(1) 歳入関係
・　旧身体障害者福祉センターの利用に係る自己負担金で、収入未済となっているものについては、適正な管理に努められたい。(健康福祉部)

・　手数料収入について、証紙収入金整理特別会計から一般会計へ翌月10日までに振替手続を行わなかったため、過年度収入になっているものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。(環境農林水産部)

・　母子寡婦福祉資金などの貸付金に係る収入未済額については、依然として高額となっているので、歳入の確保に向け最大限の努力をするとともに、法令の手続きに基づき、より一層の適正な債権管理をされたい。（健康福祉部）

また、同和地区農林漁業振興資金貸付金に係る債権回収については、償還期限が大幅に経過しており、非効率な事務執行となっているため、時効が完成しているものは不納欠損処理を行うなど、早期に法的処理を含めた債権整理を進められたい。（環境農林水産部）
　(2)　歳出関係
・　業務委託、物品購入、財産の借入や工事負担金などの経費支出手続きについて、契約の始期、納品日及び検査日までに決裁及び契約の締結がなされていないものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。（全部局）
・　委託業務契約に基づき概算払いしたものについて、大阪府財務規則に規定する精算が行われていないものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。(健康福祉部)

・　訓練手当の支給事務において、支給対象とならない日について誤って支給していたため、同手当が過払いとなっているものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。（商工労働部）

・　印刷発注に伴う支払手続について、出納閉鎖後に代金を支払ったため、過年度支出になっているものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。(環境農林水産部)

(3) 庶務諸給与関係

・　扶養、住居及び通勤等の手当において、所要事項の確認が不十分だったことなどにより認定を誤っている事例が依然として見受けられるので、受給資格を欠いた場合の届出の徹底などについて職員及び認定事務担当者に周知し、適正な手当の支給を行われたい。（全部局）
　　
・　勤務を要しない週休日に時間外勤務を６時間以上行っているにもかかわらず、所要の休憩時間を取得していないため、時間外勤務手当が過払いとなっているものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。(総務部)

・　旅費の支給について、経路の入力を誤ったため、過払いとなっているものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。(総務部)

・　非常勤職員の賃金支給事務について、交通費相当加算額の計算等を誤ったため、過払いとなっているものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。(健康福祉部)

・　自家用自動車による通勤認定を受けている者のうち、要件に該当していないにもかかわらず校内駐車を認めているものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。（教育委員会）

　(4)　財産関係

・　住宅まちづくり部が所管している府営住宅の払下げ残地や分譲住宅残地については、分譲事業等の終結から既に40年以上が経過しており、一定の整理が必要である。

　　　　今後、大阪府内に点在する分譲残地等の実態を正確に把握した上、処分等の方針を検討されたい。(住宅まちづくり部)
・　普通財産として貸し付けている土地について、財産活用課に対し市町村交付金対象物件としての報告を怠っていたため、市町村交付金が未払いとなっているものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。(住宅まちづくり部)
（5）物品・債権

・　府立学校の教職員への被服貸与について、貸与対象業務に従事していない教員へ貸与されている事例、貸与を受けたにもかかわらず全く着用されていない事例など、被服貸与の制度が適正に実施されていない実態がみられる。

また、学校現場において、被服の品質・デザインの改善、複数の被服の中からの自由選択制を求める一方で、好みの被服を着用したい、被服貸与は不要とするなど、様々な意見が混在している。

今後、被服貸与の対象となる教職員に対して、関係する規程等の内容を十分周知し、適正な運用に努めるとともに、対象教職員から意見を聴取し、被服貸与のあり方を検討されたい。（教育委員会）

・　各警察署の親睦会等から無償提供を受けて署内に存置している物品について、そのほとんどが寄附採納の手続が行われておらず、公費により購入した物品等も含め統一的に管理されていない実態が散見される。

今後、これらの物品の適切な管理を行うため、関連する諸手続を整備するとともに、業務に必要な物品の調達について、十分精査されたい。(警察本部)
(6)その他
・　財務規則に規定する自己検査について、必要な回数を実施していないものがあった。今後はかかることのないよう、再発防止に努められたい。（全部局）

なお、上記の意見は、定期監査の結果を踏まえながら、財政の状況、財務の執行等に関する事項について意見をまとめたものである。定期監査の結果については、末尾に「参考資料」として添付した。
平成17年度及び平成18年度一般会計決算
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